






































　1920 年代、府・面協議会の選挙は 1920 年・1923 年・1926 年・1929 年の四回にわたっ
て行われた。その最初の年である 1920 年には、全国 12 カ府と 24 カ指定面で実施された。








 11 農村地域であった普通面の面協議会が選挙制に変わったのは、1930 年末の地方制度改正以降である。
















ルコトヲ得」という経過規定を定めた。実際に、1920 年の選挙では総 24 カ指定面のうち、
全南の光州、平北の義州、咸北の会寧などの各面は 2 円、京畿の水原、永登浦の 2 カ面は










月当時、京城を含む全国 12 カ府の民族別人口現況は朝鮮人 40 万 1887 人、日本人 17 万
3682 人であったのに対し、有権者数は朝鮮人 4714 人、日本人 6252 人であった。全国の
指定面の有権者数も日本人が 1224 人で、朝鮮人の 1189 人より多かった。このような趨勢
は 1923 年、1926 年度の選挙でさらに顕著になった。都市別に見ても、朝鮮人の有権者数
が日本人より上回るところはソウルと平壌だけで、他の府では日本人が多かった。特に釜







人 60％、平壌で朝鮮人 35％に対し日本人 65％と、日本人が優勢だった。釜山でも朝鮮人
20％に対し日本人 80％で日本人が圧倒的であり、府協議会員の選挙は全体的に日本人が
優勢であった。最終的に 24 カ指定面のうち、日本人の当選者数が多かったのは 11 カ面、




 15 孫禎睦、前掲書、202 ～ 204 頁。
 16 当時の日本本土でも、米騒動以前までは制限選挙制をとっていたが、1919 年 5 月の衆議院議員選挙
法改正により選挙権の資格要件が国税 3 円以上に引き下げられた。続いて 6 年後の 1925 年 5 月の衆
議院議員選挙法改正では財産および納税額が選挙権・被選挙権の資格要件から完全に削除され、不完
全ながらも（婦人参政権は認められず、選挙権 25 歳、被選挙権 30 歳の年齢制限があった）普通選挙
を実施し、地方議会選挙にもこれが適用された。



































　1914 年の府制制定以来、朝鮮人 4 人、日本人 8 人、総勢 12 名の協議会員で構成・運営
されてきた釜山府協議会は、1920 年に任命制から選挙制に変わると、その構成において
 18 姜東鎭、前掲書、338 ～ 339 頁参照。
 19 孫禎睦、前掲書、207 ～ 298 頁、〈表 7〉および〈表 8〉参照。以後実施された地方選挙の全国的な投
票率についてはいまだ確認されていない。ただ、次第に選挙戦が加熱し、投票率は増加していったと
思われる。次に示す釜山府協議会の場合は、1920 年約 83.7％、1926 年約 92％で、選挙ごとに投票率
が高くなった。
